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論 文 要 旨 

学籍番号 80933122 氏 名 加藤 桂太 

論 文 題 目： 

金属資源を考慮したクリーンエネルギー自動車の 

グローバルポートフォリオ最適化モデルと銅資源制約の評価 

（内容の要旨） 

高まる環境・エネルギー制約の中，新興国のモータリゼーションの進展を背景に乗用車部門にお

ける対策が重要になっており，EV（電気自動車）を始めとした様々な CEV（クリーンエネルギー

自動車）の技術開発が世界中で進められている．世界的に EV100%を掲げる国が多い一方，電源

構成の悪い中国やインドでは EV は向かないなど，国や研究者により様々な議論があり，決定的な

方向性は示されていない．しかしながら資金は限られており，その中で効率的な CEV 導入と CO2

排出量削減を実現するためには，将来の最適車種構成や CO2 削減効果を明らかにし，意思決定者

の技術戦略の指針となる結果を示す必要がある．一方，CEV では使用される金属の種類や量が変

化するが，一部の金属は可採年数や偏在による供給不安が指摘されており，中でも銅の供給リスク

が高い．したがって，金属資源を考慮した車種構成の分析が必要であるが，既往研究は経済合理的

な車種構成の分析に留まる．また，CO2 削減量とその削減に必要となる銅量の関係を明らかにし

ておくことが望ましい． 

本研究は，はじめに，各車種のコスト・CO2 排出量原単位・金属資源量に基づき，世界 6 地域

の最適車種構成を線形計画法により導出する最適化モデルを構築し，シミュレータを Excel 上に実

装した． 

次に，事例研究として銅を対象に，2005 年排出量を基準とした各年次の CO2 削減量を制約値と

し，総コスト（車両購入費用，保有期間費用の世界総計）あるいは金属消費量最小化の 2 つのケー

スを目的関数として定義して最適化計算を行った．なお，これらの最適化問題は，両ケースともに

主問題と双対問題の関係であり，目的関数と制約条件を入れ替えても同じ最適解が得られるが，本

研究では金属資源を考慮する場合としない場合の最適ポートフォリオの違いを比較することを 1

つの目的としていることから，その比較を可能とするために，制約条件を CO2 削減量に統一した

上で，異なる 2 つの目的関数を定義し，両ケースの最適化問題を解いた． 

結果，総コスト最小化ケースでは，主として EV と PHEV（プラグインハイブリッド自動車）

を導入することが最適となった．他方で，銅消費量最小化ケースでは，EV は同様に選択されたが，

PHEV ではなく銅使用量が尐ない FCV（燃料電池車），CDV（クリーンディーゼル車）を導入す

ることが最適となり，ポートフォリオが大きく異なった．銅の供給リスクが指摘されている現状で

は，費用対 CO2 削減効果が高い PHEV だけでなく，FCV や CDV の導入も検討する必要があると

言える． 

最後に，CO2 削減量とその実現に必要となる銅量の関係を対応付けることにより，銅資源制約

の評価指標を得た．仮に，2050 年排出量目標値を 2005 年比 15%削減とする場合，それを実現す

る上では，2040 年に 2010 年時点での需要の 4 倍以上となる約 400 万トンまで需要が増加し，現

状に基づき供給量を予測すると，約 170 万トン（EV 約 3300 万台分）近くの銅が不足する可能性

がある．この結果は，政府の銅確保戦略，企業の代替技術開発戦略立案の指針として生かすことが

できると考えられる． 

 

キーワード：クリーンエネルギー自動車，車種構成，線形計画法，金属資源，銅 
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SUMMARY OF MASTER’S DISSERTATION 

Student 

Identification 

Number 

80933122 Name Keita Kato 

Title 

Optimization Model for Global Portfolio of Clean Energy Vehicles 

Considering Metal Resources and Evaluation for Copper Resource Constraint 

Abstract 

Environmental measures in the automobile sector are needed because of car ownership trends 

especially in developing countries. Various types of Clean Energy Vehicles (CEV) have been 

developed to reduce CO2 emissions and move our economics away from petroleum in 

transportation. To make an innovation of these technologies and introduce them into the market 

effectively on a budget and resource, it is important to analyze cost effectiveness of each CEV, an 

optimal portfolio of CEV, CO2 reduction effects and total social cost in the future, for a guideline 

of a decision-making of governments and companies. Meanwhile, CEV contain some metals that 

have supply risks because of the reserves and political availability. Therefore, an introduction 

strategy of CEV under supply constraints of the metal resources is needed. However, previous 

researches have analyzed only cost-effective portfolio and not taken the metal resource problems 

into account.  

In this paper, firstly, we developed the optimization model by linear programming for CEV 

portfolios by 6 regions of the world, considering metal resource usage of CEV.  

Secondly, as a case study, under the definition that the objectives are minimizing total social cost 

or copper resource usage, and the constraint is CO2 emission reduction target, we clarified an 

optimal CEV portfolio of the world. In case of minimizing total social cost, mainly, EV (Electric 

Vehicle) and PHEV (Plug-in Hybrid Electric Vehicle) were selected. On the other hand, in case of 

minimizing copper usage, not PHEV but FCV (Fuel Cell Vehicle) and CDV (Clean Diesel Vehicle) 

were selected and the optimal portfolio was different between both cases.  

Thirdly, the relationship between CO2 emission target and copper usage to achieve it is clarified. 

For example, when achieving 15% emission reduction in 2050 compared to 2005, about 4 million 

ton of copper is going to be needed at least in 2040. 

Finally, we evaluated copper resource constraint. When achieving 15% reduction, about 1.7 

million ton of copper (equal to 33 million units of EV) might be in short supply. The governments 

need to acquire these amounts of copper for automobile sector and companies need to develop an 

alternative technology to achieve the reduction target. 

 

Key words: Clean Energy Vehicle, Sustainable manufacturing, Portfolio, Optimization, Copper 
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第 1 章  INTRODUCTION 

 

1-1 研究背景と目的  

 

1-1-1 自動車部門における環境・エネルギー問題  

地球温暖化問題，化石燃料の価格高騰や資源問題など，環境・エネルギーに関するさまざ

まな課題が表面化しており，国際政治の舞台では，エネルギー源の多様化や温室効果ガス排

出削減についての中長期目標に向けた議論が活発化している．2007 年に日本が提案した

「Cool Earth 50」(2050年までに地球全体の排出量の半減を目指す)は，途上国の合意は得ら

れていないが，ベンチマークの 1つとなっている．2009年に行われた G8 ラクイラ・サミットでは，

Cool Earth 50に沿ったかたちで，2050年までに温室効果ガス排出量を全世界で尐なくとも半

減し，先進国については 80%の削減を目指すことで合意した [1]．しかしながら，こうした提案

や合意は，大枠の議論に留まっており，国別やセクター別の役割などに関してはいまだ十分

な検討が行われていないのが実情である．特にその中でも，新興国の経済発展とそれに伴う

個人所得の増加による急速なモータリゼーションの進展を背景に，石油需要および CO2排出

量が今後さらに増加すると見込まれている自動車部門についての議論は，ますます重要にな

っている． 

石油需要の増大や原油価格の乱降下は，エネルギーセキュリティに関わる重要な問題であ

る．原油価格はニューヨーク商品取引所(NYMEX)での原油先物価格(WTI原油価格)で 2008

年 7 月に 147.27US ドル／バレルの史上最高値を記録した [2]．その後は調整局面が続いた

後，同年 9月の金融危機を契機に 12 月下旬には，30 ドル台前半まで急落したが，再び上昇

に転じ，最近では 85～90 ドル程度の水準で推移している(2011 年 1 月時点)．近年のこうした

原油価格の乱降下は，プレミアム要因による面もあるが，成長著しい新興国の需要増大のた

め，中長期的には価格が下落傾向になる可能性は低い．その中で，自動車部門の原油使用

量は，全使用量の約 40%と，依存度は非常に大きく，使用量も増加し続けている [3]． 



3 

 

一方，世界の自動車からの well to wheelの CO2排出量は，2006年の世界の全排出量全

体のうち約 15%程度を占めていた．だが，このままのペースで増加し続けると，自動車からの

年間 CO2排出量は 2030年には 2006年比 54%以上増加し，二酸化炭素換算(CO2e)で年間

4.7ギガトン(Gt)にも達すると見込まれている [3]．これは，2000年には世界中で約 7億台であ

った自動車保有台数が，2030 年までに約 13 億台にまで増加するという予測に基づいている 

[3]．このような排出量の大幅な増加は，気候変動に関する政府間パネル(IPCC)による，気温

上昇を 2～2.4℃程度に抑えるためには，排出量を尐なくとも半分の水準まで削減しなければ

ならないという指摘 [4]とは対照的である． 

 

1-1-2 各国政府の対応とクリーンエネルギー自動車  

自動車部門における環境・エネルギー対策はいくつか考えられており，燃費改善，交通渋

滞の解消やエコドライブ，炭素集約度の尐ない燃料使用(燃料の多様化)，モーダルシフトや

カーシェアリングなどがそれにあたる [5]．  

中でも，燃費改善による対策が期待されており，燃費改善のポテンシャルとそれによる CO2

排出量・エネルギー使用量削減効果は，他の対策に比べ大きく見込まれている．例えば，

CO2排出量を 2006年比で 40%削減するシナリオである IEAの BLUE MAP SCENARIOに

おける，燃費改善による削減効果は，全体のうち 40%を占め，他に比べ大きい [6]． 

実際に，近年，燃費規制は日米欧で相次いで強化されている [7]．米国では，2007 年 12

月に「エネルギー自給・安全保障法案」が成立し，2020 年の燃費基準(CAFE)は，従来の

11.7km/L から 14.9km/L まで引き上げられた．現オバマ政権は，この基準を強化，前倒しする

ことを提案している．またEUでは，2015年までに走行1kmあたりのCO2排出量を現状の160g

程度(EU平均)から130gまで抑える規制を導入している．各メーカーは，全販売車種の排出量

平均値をこの規制水準まで抑える必要があり，これを超過した企業には制裁金等の罰則が科

される予定となっている．また，更なる技術革新を前提に，EUは 2020年には 95g/km という長

期目標を掲げているが，これは 1995年時点の 185g/kmという実績水準からの半減を意味して

おり，非常に高いハードルである．日本でも，2015年までに燃費を 137.5g/kmまで低減する燃

費基準が示されている [7]． 



4 

 

2012年から部分的に始まる 130g/km という規制は既存エンジン技術の地道な改良により達

成可能と見られるが，一方で，2020 年以降の 95g/km という厳しい規制に対応するためには，

抜本的な技術革新が必要である．このような中，世界の自動車業界ではこうした規制に対応

するためにハイブリッド車(HEV)，プラグインハイブリッド車(PHEV)，電気自動車(EV)の導入，

販売拡大が不可欠という共通的な認識ができつつあり，アメリカ，EU，日本と世界各国で，実

証実験や技術開発が進められている． 

他方で，特に燃料多様化の観点から，軽油および軽油代替燃料(BDF，GTL，水素化バイ

オ軽油等)を受け入れることができるクリーンディーゼル車(CDV)や，LPG 自動車(LPG)，燃料

電池車(FCV)の動向も見逃せない．もともと EU では，ディーゼル車(DV)のシェアは約 50%を

占めるが [8]，排出ガス規制として 2005 年から EURO4 が実施されており，日本と同様に，今

後，欧州においても排出ガス規制はより一層強化される方向にある [8]．排出ガス規制の動向

によっては，今後のディーゼル乗用車の普及状況に影響を与えることも考えられるが，現在は，

課題となっていた排出ガスを大きく低減させたクリーンディーゼル車の技術開発と市場投入が

進められており，自動車の電動化とは異なるもう 1つの答えとして，その普及が期待されている．

また，韓国やブラジルでは LPG自動車の普及が進んでおり，さらに，非常に高い車両コストや

インフラ整備への高い投資コストのために，現状では普及の見込みは低いが，燃料電池車の

開発も同時に進められている． 
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1-1-3 研究目的  

前項で述べたように，世界各国においてクリーンエネルギー自動車(CEV)の技術開発と導

入が積極的に進められている．しかし新たな技術開発やインフラ整備や導入等には莫大な投

資と時間がかかる．したがって，限られた資源や資金の中で最大限効果的な CEV の技術開

発および導入を推進するためには，中長期的な視点で，企業は性能・価格等の開発目標値

を適切に把握し，政府は補助金や環境税といった政策により，その開発と導入を後押ししてい

かなければならない． 

政策立案者や企業が戦略を構築し意思決定をする上において，つまり，政策立案者が税

制・補助金の対象の選定や規模の検討を行う際や，企業が最適な導入計画を実現するため

の技術開発・設備投資を行う際には，その指針となる定量的な分析が必要である． 

CEV は主に一般の消費者向け製品であり，消費者の購入によって普及が浸透するため，

消費者の選好を分析し，今後どの程度普及が見込めるのかを把握する必要がある．さらに，そ

の場合の CO2 排出量・石油使用量の削減ポテンシャルやその費用対効果(削減費用)はどの

程度か，また，環境税や補助金等の政策的な施策や技術開発・社会状況の変化がそれらの

普及にどのような影響を与えるのか，といったことを把握することも必要である．さらに別の視点

として，種々の社会・経済的制約の中で CO2 の削減目標を実現するための最適な製品選択

は何か，ポートフォリオ(車種構成)はどうあるべきかを議論する必要がある．CEVは 1種類の車

種(パワートレイン)だけでなく様々な技術開発が同時に進められているため，このような現状に

おいては，予測だけでなく最適な技術選択について議論することも重要である． 

本研究では，各車種の価格競争力および CO2 削減効果等の技術特性を基に，将来の自

動車部門のポートフォリオについて分析することを目的とする． 

次節以降では，関連研究とその課題について触れ，本研究の具体的な研究目標について

述べる． 
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1-2 既往研究と課題  

 

1-2-1 既往研究のまとめ  

このような背景のもと，将来の車種構成（ポートフォリオ）分析は，これまでに数多く研究され

てきた．既往研究をモデリング方法に基づき大別すると，CEVのコスト・技術競争力に着目し，

種々の制約条件下で最適化計算を行う最適化型のモデルと，消費者選好に基づいた普及予

測型のモデルに分けることができる．CO2・エネルギー使用量の削減においては，価格・技術

競争力は必要条件，消費者選好は十分条件であり，互いに補完関係にあるが，分析の目標

に応じて使い分けられている．さらにこれらの研究は，日本国内のみを分析対象とするようなミ

クロレベルの分析から，世界全域を対象としたマクロレベルの分析まで，様々である．ここで，

既往研究の特徴について次項以降で述べる．また代表的な既往研究例を，モデリング方法と

分析対象地域の 2軸でマッピングして Fig.1.1に示す．  

 

(1)最適化型モデル  

代表的な最適化モデルとしては，多目的線形計画法を用いて，種々の制約下でシステムコ

ストとCO2排出量を最小化するエネルギーシステムモデルMARKAL [9]が知られている．この

モデルは，技術特性を詳細に記述するモデルであり，システム全体の中での技術の相対比較

が可能である．そのような中，北嶋ら [10]は MARKAL モデルを日本国内の輸送部門のみに

適用し，補助金が与えられた場合の車種構成と CO2 排出目標を達成するために必要な車種

構成をそれぞれ個別に求めている．この研究では CO2 排出目標の達成に必要な車種構成を

実現する補助金の規模については検討されていないが，一戸ら [11]は MARKAL モデルに

基づき分析を行うとともに，補助金の規模まで明らかにしている．また，遠藤ら [12]は，燃料電

池自動車に着目し，将来の導入可能性，導入時期，導入規模を，特に CEV の競合技術，

HEVや EV との競合を念頭に，特に炭素税との関連について分析している． 
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さらに，竹下は，MARKAL モデルと同様の分析が可能なモデル，Global Energy Model 

REDGEM 70 を独自に開発し，各車種の技術特性やエネルギー源（燃料）を詳細化した上で，

車種構成の分析を行っている．他方で，山田ら [13]は，製品の寿命分布を考慮した製品最適

導入計画モデルを提案し，事例研究としてこのモデルを日本の乗用車部門に適用している．

MARKAL モデルと良く似たモデルであるが，製品の寿命分布を考慮し，ライフサイクルでの

CO2 排出量を計算している点，目的関数として CO2排出量を設定し，制約条件として予算制

約を設定した点が，先のMARKALモデルと異なる． 

 

(2)普及予測型モデル  

普及予測に基づく既往研究として，欧州の IIASA(国際応用システム研究所)が 1980 年代

に新エネルギー技術の普及評価にロジスティック曲線モデルを適用した例がある [14]．しかし，

IIASA の研究で用いられたロジスティック曲線モデルは，購買者の選好や価格変化の影響が

込みになったモデルであるため，価格変化や性能向上の普及への影響を明示的に分析する

ことが困難であった．  

一方，国立環境研究所が開発した AIM End-useモデルは，購入者の意思決定をモデル中

で定式化した．そのため初期価格やランニングコストの変化が与える影響の分析が可能である 

[15]．しかし，自動車購買の意思決定におけるルールとして経済合理性を仮定しているため，

購入者が企業や政府である場合には妥当性があるものの，多様な選好を持つ一般消費者の

意思決定を捉えることができたとは言い難い． 

一般消費者の選好の調査やモデル化自体は数多くなされており，自動車について消費者

のライフスタイルや移動量，性格，旅行嗜好性などと車種選択の関係を分析した研究も見られ

る．消費者選好モデルを CEV の普及分析に適用した例として，近久ら [16]，長谷川ら [17]

は，自動車を対象にしたコンジョイント分析を行い，その結果に基づく多項ロジット型の消費者

選好モデルを構成し，燃料電池車の普及予測を行っている．多項ロジットモデルとは，消費者

選好や効用に着目して製品の選択確率を算出するモデルであるが，多項ロジット型の消費者

選好モデルのみに基づく普及分析は，短期の予測では妥当性を持つものの，数年を越える

長期の予測には適用が難しい． 
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最近では，松本ら [18]が，ロジスティック曲線モデルにコンジョイント分析ベースの消費者

選好モデルを統合したモデルを構築し，HEV の普及予測を行っている．また，山本ら [19]は，

普及予測モデルの精度よりも CO2 排出量の推計に重きを置いているものの，ロジスティック曲

線モデルに基づき，日本および中国の運輸部門 CO2排出量の推計を行っている． 

 以上のように，自動車部門の将来の車種構成に関して，様々の研究が行われてきたが，前

述したようにモデリングのアプローチが異なるのは，当然，研究目標が異なっているからである． 

次項では，これまで紹介してきた既往研究では考慮されていなかった点，課題を挙げ，具体

的な研究目標について述べる． 

 

 

 

  

Fig.1.1 既往研究例の整理 
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1-2-2 既往研究の課題  

 

(1)金属資源問題  

本項では，乗用車部門における将来の車種構成分析に関する既往研究では考慮されてい

ない，金属資源問題について述べる． 

CEVは従来のガソリン車(GV)と比べ使用される金属の種類や量が変化する．例えば，HEV，

PHEV，EV では，リチウムイオン電池やモータの搭載と電装化により，レアメタルとしては，リチ

ウム，ネオジム・ジスプロシウムといったレアアース，ベースメタルとしては，銅，アルミニウムな

どの金属の使用量が増える [20]．また，CDV や FCV では白金を大量に使用するという課題

がある．このように，車種によって使用される金属が異なる．また，CEV の大幅な普及に伴い，

このような自動車関連金属の需要増大が見込まれるが，これらは CEVを生産する上で阻害要

因とならないだろうか． 

原田ら [21]は，BRICs諸国とG6を 2050年までの累積金属使用量の予測を行っており，そ

の結果，2050 年までに多くの種類の金属が現有埋蔵量ではまかないきれなくなり，中には埋

蔵量の数倍の使用量が予想される金属もあることを指摘している．特に，銅，ニッケル，インジ

ウム等は，埋蔵量ベースと呼ばれる技術的には採掘可能だが経済的理由などで採掘対象とさ

れていない資源の量さえも超過すると予測されている(Fig.1.5)．金属資源の枯渇は考えにくい

が，需給が切迫し，急激な資源価格高騰がもたらす高コスト化によって製品の普及に支障をき

たすことは十分に考えられる．需要と供給の差の急激な拡大によって，一時的に生産が滞る

危険も考えられる．つまり，鉱山の探索や開発技術が飛躍的に拡大されない限り，現有の材

料技術を基礎とした資源利用の方法では地球規模の経済の発展をまかなうことが難しくなり，

資源の国際的な分配の問題などにも転化しかねない．  

また，米国 National research council は，金属資源の供給リスクとなる要因を指摘しており，

その要因は，上で述べた「絶対的な埋蔵量」だけでなく，「偏在性」，「リサイクル可能性」，「代

替可能性」など多岐にわたる [22]．現状では，レアアースは中国に偏在しており，中国による

日本に対するレアアース輸出規制は記憶に新しい．また，モータにおけるレアアースや排気ガ
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ス浄化装置における白金といったレアメタルの代替や使用量低減に向けた研究は多く見られ，

注目が集まっているが，依然として高コストであり，実用化には至っていない．このように資源

問題を乗り越える上での課題は多く，前述した複数の供給リスク要因のうち，どのような要因も

生じる危険性はある．しかし，このまま環境製品の CO2 排出量の削減効果にばかり注目し，そ

れに伴う金属需要の増大に目をつむると，いつか需給が切迫する時期が訪れる可能性がある．

極論ではあるが，戦争でも起きたらどうするのか．それは果たして人類にとって本当に良いこと

であろうか． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Fig.1.2 2050 年の金属消費量予測 
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以上のことより，新興国の発展に伴う金属資源の需要拡大が大幅に見込まれる現状におい

ては，関連金属の供給リスクを考慮した上で CEVの導入を検討する必要がある． 

しかし，既往研究の最適化モデルでは，金属資源は考慮されておらず，CO2削減目標値を

達成するための経済合理的な車種構成（コスト最小化問題）についての分析や，コスト規模の

推計に留まっている．したがって，金属資源を考慮した最適化モデルの構築と，そのモデルに

基づき，各車種の金属使用量および金属資源消費量（供給量）を考慮した場合の最適な車種

構成や，CO2排出量削減に必要となる金属消費量についても分析することが課題である． 
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(2)分析対象とする地域  

CEV導入による CO2 の削減効果を算定する際は，電源構成や燃費が地域ごとに異なる点

を考慮する必要がある．例えば，中国やインドのように石炭から電気を作る割合の多い国では

Well to Wheelを考えると，地球温暖化ガス排出量の低減に効果は尐ない，現状ではむしろ逆

効果になりうる [23]．また，地域や国によって人気のある車種(コンパクトカー，セダン，SUV な

ど)が異なるため，平均燃費も異なる [6](Fig.1.3)．ロシアのような寒い国では，車内を暖めるの

に暖房が使われるが，電力は熱効率が悪いため，EVや PHEVの実走行におけるエネルギー

効率が，暖かい地域に比べ悪化することも考えられる．さらに，環境・エネルギー問題は一国

に留まる課題ではなく，全世界共通の課題である．日本のみならず世界で見たときに，CEV導

入がその問題緩和に対してどのくらいのインパクトを与えるのか，どの地域が特に大きな導入

効果を有しているのかといったように，世界全域を分析対象とした大きな視点で捉えることが重

要である．しかしながら，そのような地域特性を考慮した上で世界の各地域を対象に，ポートフ

ォリオの分析を試みた研究は尐ない． したがって，世界各地域を分析対象とし，地域特性を

考慮することは，研究として意味がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1.3 地域別新車燃費の推移 
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1-3 研究目標  

前節までに述べた背景・課題をうけ，本研究は， 

・ 金属資源量・CO2排出量原単位・コストといった車種特性に基づき，CO2排出目標を達成

する最適な乗用車ポートフォリオ（車種構成）を導出する最適化モデルを構築する．さらに，

Excel上にシミュレータを実装する． 

・ 事例研究として銅を対象にWhat-If分析を行い，銅を考慮した（各車種の銅使用量，総消

費量・供給量などを最適化計算上で考慮する）最適ポートフォリオを明らかにし，考慮しな

い場合の結果と比較する． 

・ CO2排出削減目標を実現する上で必要となる銅量を算出，つまりCO2排出量と銅消費量

の関係を明らかにし，銅資源制約を評価する． 

以上のことを研究目標とする．なお，既往研究に対する本研究の位置付けを，Fig.1.4 に示

す．最適車種構成に関する研究の中で，金属資源を考慮する点，世界各地域を対象とする点

が本研究の新規性である． 

 

 

 

 

 

 

 

  

Fig.1.4 既往研究に対する本研究の位置付け 

・クリーンエネルギー自動車の普及評価モ
デルの構築(松本光崇ほか,2008)

・消費者選好モデルによる乗用自動車部門
のCO2削減シナリオ解析(和田怜ほか,2009)

・自動車部門におけるCO2排出削減効果

(末広茂ほか,2009)

・TREMOVE ver.2.7

(Transport & Mobility Leuven,2008)

・寿命分布を考慮した製品最適導入計画モ
デル(山田俊介ほか,2008)

・エネルギーシステムモデルMARKALを用
いた我が国における次世代自動車の導入
に関する分析(遠藤栄一ほか,2008)

・Energy Technology Perspective  2008

(International Energy Agency,2008)

・Cost‐Optimal Technology and Fuel Choices 
in the Transport Sector in Achieving a 
Stringent CO2 Stabilization Target 

(Takayuki Takeshita,2010)

予測型(消費者選好に着目)

最適化型(経済合理性，価格・技術競争力に着目)

国内のみ 世界 ・世界を対象
・最適化型の分析
・金属資源を考慮

本研究の位置付け
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1-4 本論文の構成  

本研究は，第 1 章から第 5 章で構成される．第 1 章が Introduction，第 2 章が Model 

description，第 3章がWhat-If Analysis，第 4章が Evaluation for Copper Constraint，第 5章が

Conclusion である．第 1 章では，研究の背景と目的，既往研究の特徴と本研究の位置づけを

述べ，本研究の新規性を明らかにした． 

以下，第2章では，本研究で新たに構築した最適化モデルを説明する．さらに，本モデルを

Excel上に反映させた最適化シミュレータが，正しく結果を出力するかを検証する． 

第 3章では，事例研究として銅を対象にWhat-If分析を行い，銅を考慮する場合としない場

合の最適ポートフォリオを比較する．具体的には，CO2 排出削減目標値を制約値として，総コ

スト最小化問題および銅消費量最小化問題をそれぞれ解くことにより，両ケースでの最適ポー

トフォリオを明らかにし，結果を比較する．はじめに，本シミュレーションの目的関数および制約

条件の定義について述べる．次に，シミュレーションで想定する入力値や前提条件を説明し，

対象とする重要金属の選定を行った結果，銅が対象となったこと，およびその理由を述べる．

続いて，本シミュレーションで想定するCO2排出量の削減目標値（シナリオ）を説明する．最後

に，各削減シナリオ，両ケースでの最適ポートフォリオ，1台あたり保有期間総コスト，銅消費量

を示す． 

第 4章では，まず，第 3章の銅消費量最小化問題を解くことにより得られる，各CO2排出削

減目標を実現する上で最低限必要となる銅量の算出結果に基づき，CO2 排出量と銅消費量

の関係を明らかする．次に，現状に基づく銅供給量予測を行い，今後どの程度銅が不足する

可能性があるか，銅資源制約を評価する． 

最後に第 5 章で，本研究の成果および得られた知見をまとめ，今後の課題について述べ

る． 
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第 2 章  MODEL DESCRIPTION 

 

2-1 モデルの概要  

文献 [6] [12] [13]を参考に，対象地域をグローバルへ拡張し，さらに CEVの 1台あたり金

属資源量を技術特性の変数として考慮することにより，新たに構築した CEVグローバルポート

フォリオ最適化モデルの概念図を Fig.2.1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このモデルは，線形計画法による最適化計算を行い，CEVの最適ポートフォリオを年度，地

域毎に算出するモデルである．入力値としては，新車販売台数や年間走行距離といった輸送

需要に関する変数，CO2排出量，コスト，金属資源量といった CEVの技術特性に関する変数

がある．コストについては，消費者負担のイニシャルコスト（車両価格），ある年数使用を想定し

たランニングコスト（燃料価格，維持費用），およびインフラ設備コスト，企業の開発コスト等，

様々な定義が可能であるため，シミュレーションの際に考慮するコスト範囲を設定する必要が

Fig.2.1 最適化モデルの概要 
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ある．CO2排出量とは，保有・運用ベースでの乗用車(LDV)のCO2排出量のことを指す．なお，

分析対象とする地域は，OECD North America，OECD Europe，OECD Pacific，China，India，

All Other の 6地域としており，各地域での最適ポートフォリオが導出される．また，最適ポート

フォリオを導出するにあたり，“最適”を定義する必要があるが，本モデルは，分析の目的に応

じて，任意に目的関数と制約条件を定義し，最適化計算を行うことができるモデルとなってい

る．例えば，以下の 2つのような定義が考えられる． 

 CO2排出削減目標を達成する経済合理的な車種構成 

→ 目的関数：トータルコスト， 制約条件：CO2排出削減量（目標値） 

 金属資源供給制約下で CO2削減量を最大化する車種構成 

→ 目的関数：CO2排出削減量， 制約条件：金属資源供給量 

 また制約条件を定義する際には，おのずと変数に対する制約値（上限，下限値）を設定する

必要がある．例えば，CO2 排出削減量に対する制約値として，各国政府が目標とする削減量

の値を設定する必要がある．本節ではモデルの概要を説明することに留め，本研究で定義し

た目的関数と制約条件は，第 3 章で数式とともに説明する．CO2 排出量原単位，コスト，金属

投入量といった各種変数の因果関係を明示し，そのモデル構造をより詳細に説明した場合の

モデルを Fig.2.2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

Portfolio
OECD North America GV HEV … EV

OECD Europe GV HEV … EV

OECD Pacific GV HEV … EV

China GV HEV … EV

India GV HEV … EV

All Other GV HEV … EV

Total Metal usage  

Average Trip by region

Fuel economy

Objective, Constraint
Optimization

Linear programming

Total cost CO2 emission by region

Energy balance Energy Price

LDV Price

Running cost
Carbon per each LDV by region

Preference, Production…

Metal usage per each LDV 

Fig.2.2 金属資源を考慮した CEV ポートフォリオ最適化モデル 
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2-2 EXCEL SPREAD SHEET MODEL 

本研究では，前述した最適化モデルに基づく最適化シミュレータを，Excel Spread sheet 上

に構築した．シミュレータの一部を一例として Fig.2.3 に示す．Excel には，アドインソフトとして

線形計画法（シンプレックス法）を用いた最適化計算を行うことができる「ソルバー機能」があり，

その機能を利用した．本研究で構築した最適化モデルは，金属資源量を変数として扱う点以

外は，既存の最適化モデルを参考に構築したモデルであるため，既往研究で用いられている

ソフトウェアの利用も考えられたが，そのハンドリングとデータチューニングには非常に時間が

かかると言われている．その中で，Excel という簡便なツールで，車種構成の最適化シミュレー

ションを行うことができるようにした点は，本研究の 1つの新規性と言える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Fig.2.3 Excel 上に構築したシミュレータの概要 
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2-3 モデルの検証  

本節では，Excel 上に構築したシミュレータが，正しい結果を出力しているかを検証する

（ValidationではなくVerification）．なお，Excelのソルバー機能を用いて行われる線形計画法

による最適化計算（シンプレックス法）そのものは，Microsoft 社による検証が済まされ，その妥

当性は確保されているものとして考える． 

検証の方法は，「最適化計算をしなくても想定できる結果を正しく出力するかを確認すること」

である．具体的には，①CO2排出制約を外して，コスト最小化問題を計算したとき，全てGVが

選択されるか，②制約条件を設けず，CO2排出量を目的関数として定義したときに，各年次に

おいて最も CO2削減効果が高い車種が選択されるか，の 2ケースでの出力結果を確認した．

結果，想定通りの結果が得られた． 

また第 1 章で述べたように，既往研究の中には，MARKAL モデルというエネルギーシステ

ム最適化モデルを用いた研究があり，これらの研究は，IEAのエネルギーシステム分析グルー

プ ETSAP が開発し，MARKAL モデルに基づく TIMES というソフトウェア（シミュレータ）を利

用している．さらに，このソフトウェアは実際に販売されていることから，その妥当性は確保され

ているものと考えられる．そこで，既往研究と同一のデータおよび条件でシミュレーションを行

い，その出力結果を比較することで，より詳細な検証を行うことができると考えられる．今後の

課題としたい． 
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第 3 章  WHAT-IF ANALYSIS  

本章は，各車種のコスト，CO2排出量原単位，金属資源量に基づき，CO2排出目標を達成

する最適ポートフォリオを明らかにすることを目的とする． 

 

3-1 目的関数と制約条件の定義  

総コスト，CO2排出量，金属消費量といった 3つの観点から最適化シミュレーションを行うに

あたり，目的関数と制約条件を定義する必要がある．本研究では，金属資源を考慮する場合

としない場合のポートフォリオの違いを比較することが 1 つの大きな目的であった．そこで，ま

ず以下の定義での最適化問題について考える． 

 目的関数：CO2排出削減量の最大化 

制約条件：コスト（予算）制約，金属供給制約 

この定義の下で，制約条件を予算制約のみとする場合と，予算制約および金属供給制約と

する場合（販売台数需要を満たす，といったその他の制約条件は，いずれの場合も同一の条

件を設定する）で最適化計算を行うことにより，結果を比較することが可能となる．しかし，金属

消費量（供給量）と総コスト（予算）の 2つを制約値として設定すると，最適化問題が複雑になり，

うまく最適解が得られない．また，いずれか一方に妥当性のある予測が可能であるならば，い

ずれかの制約値を固定したシミュレーションが可能であるが，それも困難である．各地域の 1

人あたり GDP の予測値に基づき，個人の支払い意志額（購買力）を算出し，予算（総コストの

制約値）の推計を試みたが，車両価格を地域別に設定する必要やデータもさらに必要となり，

難しい．また，金属供給量（金属消費量の制約値）の推計を，鉱山の発見や開発状況に基づ

く鉱石生産量の予測や，リサイクル量の予測に基づき試みたが，金属資源は乗用車部門だけ

でなく全産業で使用されていることが普通であるため，推計が難しい． 

そこでコスト制約と金属供給制約を分離した次の 2つの問題を考える． 

 目的関数：CO2排出削減量の最大化 

制約条件：コスト（予算）制約 

 目的関数：CO2排出削減量の最大化 

制約条件：金属供給制約 
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しかし，制約値が異なっており，最適化結果の比較が難しく，また，コスト制約と金属供給制

約を合理的に与えることが難しい．ところが，この最適化問題は主問題と双対問題の関係とな

っている．つまり，目的関数と制約条件を入れ替えても同じ解が得られるため，次の 2 つの問

題を考える． 

 目的関数：総コスト最小化 

制約条件：CO2排出削減量（目標値） 

 目的関数：金属消費量最小化 

制約条件：CO2排出削減量（目標値） 

この定義のもと，両ケースでの最適化問題を解くことにより，CO2排出削減目標を，「コスト最

小で実現するポートフォリオ」と「金属消費量最小で実現するポートフォリオ」がそれぞれ明らか

になる．つまり，コストの観点で最適なポートフォリオと金属消費量の観点で最適なポートフォリ

オで，どの程度結果が異なっているかを比較することが可能となる．もし，ポートフォリオに大き

な差がなければ，金属資源を考慮する必要はないことになる．次項では，本シミュレーションの

目的関数と制約条件の定義の詳細を，その他の制約条件も含め，数式を用いて説明する． 
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3-1-1 目的関数  

 

(1)CASE1：コスト最小化問題 

Case1 では，目的関数を，世界各地域の消費者負担コストの総額と定義する．消費者負担

コストとは，初期費用（車両価格）と運用費用（エネルギー購入価格）とする（維持費用やリサイ

クル費用等は含めない）．ここで，k年における世界各地域の消費者負担コスト TCk [USD]は，

地域 i の車種 j の k 年における初期コスト（車両価格）VCijk，運用費用 RCijk,，新車導入台数

Xijkにより，式 1で表される． 

 

 

なお，地域 iの車種 jの運用費用RCijk は，Tijkを保有期間，EPijkをエネルギー価格[USD]，

Aik[km]を年間走行距離，NFijk[l/km]を新車燃費として，式 2で表される． 

 

 

 

(2)CASE2：金属消費量最小化問題 

Case2 では，目的関数を金属消費量と定義する． k 年におけるグローバルでの資源 l の総

投入量 TMkl [kg]は，車種 jの k年における金属資源 lの 1台あたり使用量Mjkl [kg]と新車導

入台数 Xijkにより，式 3で表される．  

 

 

 

 
i

ijk

j

ijkijkijkk XRCVCXTCMin )()(:

ijkikijkijkijk NFAEPTRC 

 
i j

jklijkijkkl MXXTMMin )(:

(2) 

(1) 

(3) 
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3-1-2 制約条件  

線形計画法の適用にあたり考慮する制約条件を，販売台数需要制約，導入台数変動制約，

導入台数上限制約，CO2排出量制約とする． 

 

(1)販売台数需要制約  

世界各地域における乗用車の新車販売台数需要Dikを満たすことを条件とする(式 4)．販売

台数需要は，保有台数と廃棄台数の予測値から導出することができる．保有・廃棄台数ともに，

先行研究で予測されている．保有台数予測の主な方法は，1人当たりGDPと保有率の統計値

より関係式を導出し，その関係式と将来の 1 人当たり GDP 予測値，人口予測値から予測する

方法である [24]．廃棄台数は，過去の乗用車廃棄率，廃棄分布に基づき，予測することがで

きる [25]． 

 

 

(2)導入台数変動制約  

生産者が新車種の生産体制を整えるまでにはある程度の期間を要するため，CEV の生産

量を拡大するには上限がある．例えば，EV や FCV 普及には燃料供給インフラの新たな整備

が必要であり，その敷設に時間を有す．また，新車種を市場導入する際，その需要や販売台

数を急激に増大することは現実的には不可能であり，製品の普及は，その普及スピードこそ製

品により差があるものの，S 字カーブに沿って普及していくことが良く知られている [18]．そこ

で，本研究では，導入変動台数に上限値を設定する．上限値は過去の製品の導入実績値や，

マーケットシェアの推移を参考に設定する．マーケットシェア変化率の上限値を aijとして，式 5

のように表す． 

 

 


j
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(3)導入台数上限制約  

また，CEVのように消費者の購入により普及していく製品では，消費者の選好を考慮する必

要がある．CEV 車種選択の際の消費者選好は，ユーザーコスト，イメージ，乗り心地，利便性，

車種ラインナップ数など，多岐にわたる．また例えば，EV は航続距離が短いことから，使用者

の利用実態に応じて棲み分けが生じる可能性があり，急速充電装置の開発や配置が進展し

ない限り，EV の市場シェアが 100%になることは難しい．先に述べたように消費者選好の把握

によるポートフォリオ予測は多くの研究に見られるが，本研究は，マクロなレベルでの最適ポー

トフォリオについての分析を目的としているため，消費者選好は詳細には扱わない．しかし，尐

なくとも大枠として消費者選好を制約として考慮する必要がある．そこで，各車種の導入上限

台数を制約値として設定する．シミュレーションの際には，政府の導入目標値などを基に個別

に制約値を設定し，これらの車種の普及を制約する．地域 iの車種 jの k年における導入台数

の上限値を ICijkとして，条件式を式 6のように設定する． 

 

 

ただし，予算制約といった消費者に関係する制約を正確にモデル化することができれば，

そもそもこのような普及上限値を設定する必要はなく，あくまでモデル化できていない箇所の

ための補完的な制約であることに留意されたい．  

 

 

 

 

 

 

 

ijkijk ICX  (6) 
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(4)CO2 排出削減量制約  

CO2 排出削減量制約を目標値として設定する．まず，地域 i の k 年における CO2 削減量

ERikは， 2005年における地域 iの CO2排出量 CO2i,2005，地域 iの車種 jの k年における保

有台数 Yijk，年間走行距離 Aik[km]，車種 j使用の燃料単位当たりの well to wheelでの CO2

排出原単位[g-CO2/MJ]，保有平均燃費 SFijk[MJ/km]から算出することができる．廃棄分布に

基づく，保有台数 Yijk，保有平均燃費 SFijkの推計は，文献 [3]の方法を参考に推計する．ここ

で，目標値を設定する際には，Case A：各地域それぞれに対して設定する Case B：世界全体

の総計に対して設定する，の 2通りの設定が可能である．Case Aの場合は，CO2排出削減量

制約の条件式は，地域 i の k 年における CO2 排出削減量の目標値を RTikとして，次の式 7

で表わされる．  

 

 

また，Case Bの場合は，k年における世界総計としての CO2排出削減量の目標値を RTkと

して，式 8で表される． 
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3-2 シミュレーションの概要  

前節で述べた定義のもとでは，以下の 4つのケースの最適化問題を分析することができる． 

まず先に述べたように，目的関数をトータルコスト，金属消費量とした場合の 2 ケースのシミ

ュレーションがある．さらに CO2 排出量目標値も，世界総計に対して設定するか，あるいは各

地域それぞれに対して任意に目標値を設定するかの 2 ケースがある．本研究では考慮してい

ないエネルギーセキュリティを考えると，世界各国で CO2 排出量削減に向けた取り組みが加

速していくものと予想されるため，各地域に CO2 排出削減シナリオを目標値として設定するほ

うが，より妥当な解が得られると考えられる．ただし，世界全体の総計に対して設定した場合に

は，どの地域が特に CO2排出量削減に寄与しうるのかを明らかにすることができる． 

本研究では，各地域に CO2 排出削減シナリオを設定した場合のシミュレーションを行った．

以降の文中で混乱を避けるため，シミュレーションの概要をまとめ，Fig.3.1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Fig.3.1 シミュレーションの概要 

各地域

目的関数 コスト 金属消費量

排出量削減制約
の設定対象地域

CO2排出量制約値
(シナリオ，目標値)

2005年比20%削減 など

Output 最適ポートフォリオ 総コスト 金属消費量

Case 1 Case 2シミュレーションケース
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3-3 前提条件  

 

3-3-1 対象車種  

対象車種は，ガソリン自動車(GV)，ディーゼル自動車(DV，現在世界で販売されているディ

ーゼル車)，クリーンディーゼル自動車(CDV，先進国の排気ガス規制をクリアーしているDV)，

ハイブリッド自動車(HEV)，プラグインハイブリッド自動車(PHEV)，電気自動車(EV)，LPG 自

動車(LPG)，水素燃料電池自動車(FCV)の 9種類とする． 

なお，本研究におけるCEVはCDV, HEV, PEHV, EV, LPG, FCVを指す．また，DVについ

ては，世界各国で進む NOxの排出規制により 2025年以後の市場導入はないと仮定する． 

 

3-3-2 初期値の設定  

2010 年の新車販売車種構成（各車種の新車販売台数）については最適化計算を行わず，

文献 [3] [8]をもとに初期値として設定した（Table.3.1）．また，2010 年の保有車種構成（各車

種の保有台数）は文献 [3]の値を参考にした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(million vehicles) GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV TOTAL

OECD North America 16.84 0.42 0.32 0.00 0.05 0.00 0.00 0.00 17.6

OECD Europe 8.31 8.84 0.27 0.00 0.27 0.00 0.00 0.00 17.7

OECD Pacific 6.12 0.53 0.15 0.00 0.51 0.00 0.00 0.00 7.3

China 3.17 0.21 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 3.4

India 1.46 0.18 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.6

ALL Other 12.31 0.81 0.01 0.00 0.13 0.00 0.00 0.00 13.3

TOTAL 48.21 10.99 0.75 0.00 0.97 0.00 0.00 0.00 60.91 

Table.3.1 2010 年の新車販売車種構成 



29 

 

3-3-3 販売台数需要  

先に説明したように，販売台数は保有・廃棄台数の予測値より予測することができるが，本

研究では販売台数の予測・検証は行わず，外生値として先行研究の値を用いる．乗用車の保

有・販売台数は多くの先行研究で予測されているが [3] [6] [24] [25]，本研究では 2015年か

ら 2050 年での 5 年おき，地域ごとの販売台数予測値を必要とするため，その条件を満たして

いる文献 [3]の予測値を用いた(Fig.3.2)．  

OECD North America, Europe，Pacific といった先進国では，販売台数はほぼ飽和状態に

達し，横ばいの予測となっている．他方で China，India といった途上国では，その経済発展に

伴い，2050年時点に比べてそれぞれ約 8倍(338万台→2664万台)，約 9倍(164万台→1440

万台)と，爆発的に増加すると予測されている．世界全体での販売台数は，2010 年の約 6000

万台から，2050年には約 1億 4000万台にまで増加する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3-4 年間走行距離  

世界のどの地域においてCEV導入によるCO2削減ポテンシャルがより大きいかを議論する

際，削減ポテンシャルは乗用車の使用状況により異なるため，各地域それぞれの年間走行距

離を考慮する必要がある．本シミュレーションでは文献 [3]の値を参考に，Table.3.2のように設

定した．OECD North America ではその広大な土地故に，年間走行距離も長い．他方で，

Fig.3.2 新車販売台数の予測値 
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India や China では，それに比べて尐ない走行距離であることがわかる．本研究では，モーダ

ルシフト等による年間走行距離の変化は考慮していない．  

 

 

 

 

 

3-3-5 ユーザーコスト  

(1)車両価格  

各車種の車両価格の推移を，文献 [7]を参考に Table.3.3のように想定した．CEVは，現在

は GV に比べ高価格であるが，技術進歩や普及拡大に伴う量産効果によって車両価格の低

下を見込んでいる．なお，HEVの車両価格は，文献 [7]のガソリン HEV とディーゼル HEVの

中間値を用いており，CDVは，文献 [8]を参考に価格設定をした．また，GV，DV，CDVは燃

費改善技術の導入のために，価格がわずかに高くなる． 

 

 

 

 

 

 

 

  

年間走行距離 (km)

OECD North America 17,600

OECD Europe 12,500

OECD Pacific 10,000

China 10,000

India 8,000

ALL Other 11500

Table.3.2 地域別年間走行距離 

Table.3.3 車両価格 

車両価格(USD) 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

GV 13644 13689 13733 13778 13822 13867 13911 13956 14000 

DV 16644 16689 16733 16778 16822 16867 16911 16956 17000 

HEV 18400 18200 18000 17800 17600 17400 17200 17000 16800 

PHEV 34822 32644 30467 28289 26111 23933 21756 19578 17400 

LPG 16444 16489 16533 16578 16622 16667 16711 16756 16800 

EV 41878 39756 37633 35511 33389 31267 29144 27022 24900 

FCV 141789 129278 116767 104256 91744 79233 66722 54211 41700 

CDV 18400 18200 18000 17800 17600 17400 17200 17000 16800 
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(2)エネルギー価格  

文献 [26]の値を参考に，地域別エネルギー価格を Tabel.3.4のように設定した．なお，実際

にはエネルギー価格は将来にわたり変動すると考えられるが，本研究では価格変動について

は考慮していない．  

 

 

 

 

 

 

3-3-6 地域・車種別排出量原単位  

(1)設定方法  

同じ車種であっても，地域によってニーズの高い車両サイズや燃費の規制状況が異なるた

め，新車平均燃費とそれに伴う CO2 排出量原単位(g-CO2/km)も異なる．これを考慮するため，

先行研究に基づき地域別の GV 新車平均燃費を設定し，この値とガソリンの炭素集約度を掛

け合わせることで，GVの地域別 CO2排出量原単位を設定する． 

DV, HEV，FCVについては，GVの地域別 CO2排出量原単位に，各車種の GV との CO2

排出量原単位の差を比率として掛け合わせ，それにより得られた値を用いる．本研究では，文

献 [27]の車種別排出量原単位を参考に設定する(Fig.3.3)．また，各エネルギー源の炭素集

約度は一定とする [3]．なお，HEVはガソリンとディーゼルエンジンの HEVがあるが，CO2 排

出量原単位は，それらの中間値を用いる．EV については，各地域の発電に伴う CO2 排出量

と EVの電費からCO2排出量原単位を算出する．最後に，PHEVについては，CO2排出原単

位は走行パターンに依存し，推計が困難なことから，本研究では EV と HEV の中間値を用い

る． 

USD/kwh

gasoline diesel LPG Electricity

OECD North America 0.619 0.651 0.815 0.115

OECD Europe 1.799 1.514 0.815 0.263

OECD Pacific 1.285 1.106 0.823 0.228

China 0.92 0.852 0.815 0.088

India 0.92 0.852 0.815 0.047

ALL Other 0.92 0.852 0.815 0.047

USD/L

Table.3.4 地域別エネルギー価格 
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(2)燃費改善と電源低炭素化の将来シナリオ  

乗用車は，車体軽量化やエンジン性能など，燃費改善による排出量原単位の低下が見込

まれる．さらに EV や PHEV は，再生可能エネルギーの利用など，発電時の排出量原単位の

低下により，間接的に原単位の低下が見込まれる．本研究では，これらの将来シナリオを考慮

する．まず燃費改善に関しては，文献 [6] [7] [28]の地域別新車平均燃費のシナリオと先進国

の燃費規制状況 [2]に基づき設定した．GV の地域別新車平均燃費の推移を Fig.3.4 に示

す． 

 次に電源低炭素化に関しては，文献 [6]を基に，発電時の CO2 排出量が，2030 年には

2006 年比 30%，2050 年には 60%まで削減されると想定した．2006 年における各地域の需要

端での 1kwh発電あたりの CO2 排出量 [23]を Fig3.5 に示す．All Other 地域の EVの CO2

排出量原単位に関しては，その他地域の平均値を用いた．なお，電費(電気エネルギー効率)

は 0.40MJ/kmとして一定とし [27]，その改善については，データ収集と予測が困難であったこ

とから，本研究では考慮しないこととする．以上の想定に基づき算出した，地域・車種別 CO2

排出量原単位の推移については，付録 1を参照されたい． 

 

Fig.3.3 車種別 CO2 排出量原単位 
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Fig.3.5 1kwh 発電あたりの CO2 排出量 
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3-3-7 市場シェア変化率・導入台数の上限値  

過去の新車種販売台数データを基に，市場シェア変化率の上限値を設定した．国内自動

車販売に占める HEVの販売シェアは，2005年に 1.3%であったが，2009年には 8%にまで達

している [18]．他方で，EUにおけるDV販売シェアは，1990年において 15%程度であったが，

1994 年には 22.3%まで，2007 年には約 53%まで増加している [8]．5 年おきのシェア平均変

化率は，約 12%である．以上のことから本研究では，HEVではなくDV販売シェアの過去の伸

びを参考に，いずれの車種も 5年間で 12%のシェア変化が起き得るものと仮定し，その値をシ

ェア変化率の上限値とした． 

次に，導入台数の上限値を設定する（Fig.3.6）．まず，IEA BLUE MAP Scenario [6]に基づ

き，CEV 各車種の導入台数の合計に上限値を設ける．この場合，CEV 導入台数の合計が，

2030 年には乗用車の総新車販売台数の 60%，2050 年には 99%に達する．しかし，この上下

値を 1人あたりGDPや所得が依然として低い途上国へ適用するのは現実的ではない．したが

って，OECD 諸国には，この上限値を適用し，その他の地域には，5 年遅れるものとして上限

値を設定した．各地域の消費者選好や政府の意向等，より正確な根拠に基づく上限値の設定

は今後の課題としたい．また，EV，PHEV，FCV の 3 車種に関しては，まだ市場導入が始まっ

たばかりであるため，HEV 等に比べると，遅れて普及が始まると考えられる．そこで，この 3 車

種の導入台数の合計を，同様に IEA BLUE MAP Scenarioに基づき設定する．さらに，FCV

は，高額な車両コストが課題として残っており，またインフラ整備も併せて必要とされる，といっ

た理由から個別に上限値を設定する．同様に，IEAの BLUE MAP Scenarioにおける FCVの

導入台数を上限値とする．LPG，CDV，HEV，PHEV については，新たなインフラ整備の必要

性がなく，また，購入・運用コスト以外に消費者選好に大きく効く要素が尐ないことから，理論

的には 100%導入のポテンシャルを有しているため，個別に上限値は設定しない．  
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3-3-8 重要金属の選定と CEV1 台あたり使用量の推計  

(1)重要金属の選定  

HEVや PHEVは従来の GV との共通部品に加え，新たにモータや Li-ion電池等が搭載さ

れる [20]．それに伴い，新たに必要となる，あるいは使用量が増加すると考えられる金属資源

として，銅,アルミニウム,リチウム，レアアースがある．また，CDV や FCV は，触媒として白金

を多く使用する．National Research Councilは鉱物資源の重要度を，供給リスクと供給制限

の影響によって評価しており，資源の供給リスクとして様々な要因を指摘している [22]．そのう

ち「絶対的な資源存在量」に着目し，文献 [29]に基づき自動車用金属 [30]の可採年数を算

出すると，可採年数が尐ない金属として，銀，亜鉛，銅などがあげられた（Fig.3.7）． 
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使用量増加・可採年数の 2点から考えると，自動車用金属のうち，「銅」は，HEVやEVで大

幅に使用量が増加するにもかかわらず，比較的に可採年数が尐ない．さらに，優れた導電性

や熱伝導性からその他の環境・省エネ対策商品においても多くの銅が使用されている点や，

代替性の低い金属である点を考慮すると，今後需要はますます伸びると考えられる．そこで本

研究では，CEVの生産，普及において問題となり得る金属として「銅」に着目した（Table.3.5）． 
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Fig.3.7 自動車に使用される金属の可採年数 

使用量増加 REM, Li, PGM, Al, Cu

埋蔵量 Ag, Sn, Au, Zn, Pb, Cu

代替可能性 PGM, Cu, Li

Table.3.5 重要金属の選定 
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(2)各車種の 1 台あたり銅使用量  

本項では，それぞれの車種の銅使用量を設定する．現状の HEV は，ハーネスの増加，二

次電池およびモータの搭載により，GVの約 2倍の銅を使用する．PHEV，EVには，Li-ion電

池の搭載重量差に伴って銅量が増加すると想定し，先に求めた HEV の銅量に，Li-ion 電池

に含まれる銅量の差分を加えることにより，PHEV，EVに含まれる銅量を推計する(Fig.3.8)． 

 

 

 

 

 

 

まず，文献 [20]を基に，Li-ion 電池 1kg あたりに使用される銅量を 0.13kg と想定した．

Li-ion電池の搭載重量を，HEVでは 18kg，PHEVでは 36kg，EVでは 160kgと想定し，PHEV，

EVに含まれる銅量を推計した．また， FCVの銅量は HEV と同量とし，DV，CDV，LPGの銅

量は，GV と同量であると想定した [20]．推計結果を Table.3.6に示す．なお，代替技術による

使用量の変化は，本研究では考慮していない． 

 

 

 

 

 

  

HEV（conv.）GV, DV(CDV),LPG PHEV

0.13kg（per LIB 1kg）

モータ，ハーネス

*リチウムイオン電池の搭載重量差により，銅量（銅箔）が異なる．

EV

リチウムイオン電池*

Fig.3.8 各車種の 1 台あたり銅使用量の推計方法 

Copper usage(kg)
GV DV HEV PHEV LPG CDV FCV EV

15.45 15.45 33.30 42.00 15.45 15.45 33.30 50.70 

Table.3.6 各車種 1 台あたり銅使用量 
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3-4 CO2 排出量削減シナリオ  

3-4-1 シナリオの設定方法  

CO2 排出量削減シナリオの設定方法について説明する．先に述べた前提条件のもと（燃費

改善や電源の低炭素化は進む），将来の車種構成（市場シェア）が，2010 年の車種構成と変

わらず一定とした場合における CO2 排出量の推移を「ベースラインシナリオ」とする．次に，目

的関数を CO2排出量として定義し，その排出量を最小化する最適化シミュレーションを行った

ときの（同様に，新車販売台数や燃費改善などの前提条件はベースラインシナリオと同一）

CO2 排出量の推移を「最大削減シナリオ」とする．このシナリオは，コストや金属資源に関係す

る制約がない状況下での最適化結果であるため，CO2 排出量が最も尐なくなるように CEV が

導入された場合のシナリオであることを意味する．  

ベースラインシナリオと最大削減シナリオには言うまでもなく CO2排出量に差があり，その差

は年次の経過とともに開いていく．本研究では，各年次におけるこれら両ケースの差分を算出

した上で，ある年次における最大削減ケースを基準に，+0%（最大削減ケース）から+100%（ベ

ースラインケース）の間で，目標値とする CO2 排出量を設定する．この方法で得られた各年次

の CO2排出量目標値を 2005年時点の排出量から差し引くことにより，各地域の CO2排出量

削減シナリオ（排出削減量の目標値であり，シミュレーションの制約値）を設定する． 

 

3-4-2 本研究で想定するシナリオ  

第 1章で述べたように，ラクイラサミットでは，世界全体で 2050年に尐なくとも 50%削減の目

標を掲げているが，途上国での目標値は定まっておらず，また，乗用車部門での具体的な削

減目標は現状では議論されていないのが実情である． 

前述したように，最大削減シナリオが達成された場合でも削減率が約 28%程度となり，全部

門での 50%削減には大きく寄与できない．その中で，IEAのBLUE MAPは，運輸部門で30%

削減を目標値として設定している [6]．ただし，これは鉄道や航空等のその他の輸送手段で

の削減や，乗用車部門でのモーダルシフトや年間走行距離の減尐等も勘案しており，本研究

のように，いくつかの前提条件を固定する場合には，実現できないシナリオである．そこで本シ

ミュレーションでは，25%削減を最も実現困難な目標値とする．また，削減シナリオを変化させ
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た感度解析を行うことにより，各シナリオでの車種構成やコスト，銅消費量の変化を分析するこ

とができ，さらに，各シナリオでの車種構成の実現可能性を検討することで，現状定まっていな

い乗用車部門での目標値をどう設定すべきかの判断にもなる． 

以上より，本シミュレーションでは，CO2 削減目標値として，2050 年における排出量を 2005

年排出量比で±0%，-5%，-10%，-15%，-20%，-25%削減となる 7つの削減シナリオを制約値と

して設定し，シミュレーションを行うことした． 

各削減シナリオの CO2排出量（世界総計）および，2005年を基準とした CO2削減量（世界

総計）の推移を Table.3.7 に示す．各削減シナリオにおける各地域の CO2 排出量の推移は付

録 2を参照されたい（本シミュレーションでは，2005年の排出量から，ある年次の排出量を差し

引くことで得られる CO2 排出削減量を制約値として設定している．ただし，削減量と排出量の

どちらを制約値としても結果は変わらない）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Table.3.7 CO2 排出量削減シナリオ（世界総計） 

CO2排出量(mega ton) 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

ベースラインシナリオ 2415 2580 2732 2849 2891 2992 3148 3376 3675 4050 

0%削減シナリオ 2415 2580 2727 2818 2792 2753 2675 2573 2474 2415 

5%削減シナリオ 2415 2580 2726 2816 2785 2736 2640 2513 2386 2295 

10%削減シナリオ 2415 2580 2726 2814 2777 2718 2605 2454 2297 2174 

15%削減シナリオ 2415 2580 2726 2811 2770 2700 2570 2395 2208 2053 

20%削減シナリオ 2415 2580 2725 2809 2763 2683 2535 2335 2120 1932 

25%削減シナリオ 2415 2580 2725 2807 2755 2665 2500 2276 2031 1812 

最大削減シナリオ 2415 2580 2725 2805 2750 2652 2474 2232 1965 1722 

CO2削減量(mega ton) 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

ベースラインシナリオ 0 -165 -317 -434 -476 -577 -733 -960 -1260 -1635

0%削減シナリオ 0 -165 -311 -403 -377 -338 -260 -157 -59 0

5%削減シナリオ 0 -165 -311 -401 -369 -320 -225 -98 30 121

10%削減シナリオ 0 -165 -311 -398 -362 -303 -190 -38 118 242

15%削減シナリオ 0 -165 -310 -396 -355 -285 -155 21 207 362

20%削減シナリオ 0 -165 -310 -394 -347 -267 -120 80 296 483

25%削減シナリオ 0 -165 -309 -391 -340 -250 -85 139 384 604

最大削減シナリオ 0 -165 -309 -390 -335 -237 -59 184 450 694
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3-5 シミュレーション結果 (1)：最適ポートフォリオの例 (15%削減シナリオ ) 

本シミュレーションでは，削減シナリオ，地域，年次，ケース毎に非常に多くの結果

が得られる．本節では，一例として 15%削減シナリオを実現する最適ポートフォリオの

結果をケース毎に示すこととする．はじめに，世界全体（総計）でのポートフォリオの

推移を示し，次に，2030，2050 年における地域別ポートフォリオを示す．その他の削

減シナリオにおけるポートフォリオは，付録 3 を参照されたい．なお，次節では，シミ

ュレーションのまとめとして，2030，2050 年におけるポートフォリオを世界総計とし

て積み上げ，削減シナリオ毎にまとめた結果を示す． 

 

3-5-1 コスト最小化ケース  

15%削減シナリオをコスト最小で実現する，世界全体のポートフォリオ（各地域のポ

ートフォリオを積み上げたもの）の推移を Fig.3.9 に示す． 

 

 

 

15%削減シナリオをコスト最小で実現するためには，はじめに HEV を中心に EV を

導入し，2030 年には，HEV をマーケットシェアの 15%，EV を 30%近く導入する必要

がある．2030 年以降は，PHEV の価格低下と費用対削減効果の向上に伴い，PHEV が選

0

20

40

60

80

100

120

140

160

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

N
u

m
b

e
r 

o
f 

ve
h

ic
le

s 
(m

ill
io

n
)

(year)

EV

FCV

CDV

LPG

PHEV

HEV

DV

GV

Fig.3.9 最適ポートフォリオ（15%削減，コスト最小化，世界） 
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択され始め，結果的に 2050 年には，HEV をマーケットシェアの約 5%，EV を約 40%，

PHEV を約 50%導入することが最適な結果となった． 

次に，15%削減シナリオをコスト最小で実現する 2030 年，2050 年での地域別最適ポ

ートフォリオを Fig.3.10 に示す． 

 

 

 

 

2030 年では，India 以外の地域には HEVと EVを導入することが最適な結果となった．

OECD Europe では，現在市場導入されている GV や DV の燃費が良いため，他地域より

も大幅に EV を導入しなければ目標値を実現できない．ただし，本シミュレーションで

は，各地域の削減ポテンシャルの如何に問わず，削減目標値を各地域に均等に割り当て

ていることに留意されたい．一方 India では，CEV は HEV のみの導入となった．これ

は，India では発電電力 1kwh あたりの CO2 排出量が多く，また送電時のエネルギーロ

スが大きいことから，EV よりも HEV の方が，CO2 削減効果が大きくなっていること

が理由である． 

2050 年では，India 以外の地域には EV と PHEV を導入することが最適な結果となっ

た．一方 India では，前述したことと同じ理由から，依然として HEV の優位性が高い．

本シミュレーションで想定したように電源の低炭素化が進むと，2050 年には India にお

いても EV の CO2 削減効果が最も大きくなるため，EV を導入することが最適となる．

また，削減目標を実現するためには，依然として車両価格は高いが，FCV の導入も必

要となる． 
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Fig.3.10 最適ポートフォリオ（10%削減，コスト最小化，地域別） 

Fig.3.10-a 2030 年 
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3-5-2 金属消費量最小化ケース  

15%削減シナリオを銅消費量最小で実現する，世界全体のポートフォリオ（各地域の

ポートフォリオを積み上げたもの）の推移を Fig.3.11 に示す． 

 

 

 

銅消費量最小化ケースでは，コスト最小化ケースと最適ポートフォリオが大きく異な

った．PHEV ではなく，それなりに CO2 削減効果が高く（EV や PHEV には劣る），銅

使用量が尐ない CDV と FCV を導入することが最適な結果となった．2050 年には，EV

をマーケットシェアの約 45%，FCV も同様に約 45%近く導入することにより，銅消費

量を最小限に抑えつつ，15%削減シナリオを実現できる． 
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次に，15%削減シナリオを銅消費量最小で実現する 2030 年，2050 年での地域別最適

ポートフォリオを Fig.3.12 に示す． 

 

 

 

 

2030 年では，OECD North America，OECD Europe，OECD Pacific，ALL Other には，

EV を中心に FCV と CDV を導入することが最適な結果となった．China では，CEV は

主として HEV が選択された．これは，これは前述したことと同じ理由で，電源構成が

悪く，HEV の CO2 削減効果が大きくなっていることが理由である．India では，CDV

が主として選択された． 

2050 年では，OECD North America，OECD Europe，OECD Pacific，ALL Other には EV

と FCV を導入することが最適な結果となり，FCV を約 50%近く導入することで銅消費

量を抑えることができる．India では，FCV の導入台数が最も多く，次いで CDV，HEV

の導入が最適となる．EV はわずかしか導入されない．China においても同様に，依然

として CDV が選択された．India，China においては，他の地域よりも，CDV の導入効

果が他車種に比べて大きいことがわかった． 
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Fig.3.12 最適ポートフォリオ（15%削減，銅消費量最小化，地域別） 

Fig.3.12-a 2030 年 
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3-6 シミュレーション結果 (2)：削減シナリオ別ポートフォリオ（世界総計） 

本節では，各削減シナリオをコスト最小および銅消費量最小で実現する，各地域の最

適ポートフォリオを世界全体で積み上げ，2030，2050 年における結果を取り出し，削

減シナリオ毎にまとめた結果を示す． 

 

3-6-1 コスト最小化ケース  

コスト最小化ケースでの 2030，2050 年における最適ポートフォリオ（世界総計）を，

削減シナリオ別に Fig.3.13 に示す． 

 

 

 

削減目標値が厳しくなるにつれ，EV の導入を増やす必要があることがわかる．また，

FCV の導入もわずかながら必要となり，これは China および India で選択された結果で

ある．現状では，削減目標値は具体的に決められていない状況であるが，将来，どの程

度の普及が見込めるのか，普及予測型の研究結果と本結果を照らし合わせ，具体的な目

標値の検討が必要である．仮に 0%削減（2005 年排出レベルを維持）を目標値とするな

らば，2050 年には，PHEV の導入が，費用対削減効果の観点では最適な車種となる．ま

た，仮に 25%削減を目標値とするならば，2050 年には EV を 80%近く導入する必要が

ある． 
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Fig.3.13 最適ポートフォリオ（コスト最小化，削減シナリオ別） 

Fig.3.13-a 2030 年 
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3-6-2 金属消費量最小化ケース  

金属消費量最小化ケースでの 2030，2050 年における最適ポートフォリオ（世界総計）

を，削減シナリオ別に Fig.3.14 に示す． 

 

 

 

削減目標値が緩ければ緩いほど CDV や FCV の優位性が増すが，厳しくなるにつれ

EV の導入台数を増やす必要がある．CDV や FCV は銅消費量を抑制することができる

が，CO2 削減効果が乏しいために，CO2 排出を大幅に削減する上では結果的に EV の導

入台数を増やす必要がある． 
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Fig.3.14 最適ポートフォリオ（銅消費量最小化，削減シナリオ別） 

Fig.3.14-a 2030 年 
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3-7 シミュレーション結果 (3)：1 台あたり保有期間総コストと銅消費量  

本節では，各削減シナリオ，ケースでの 1 台あたり保有期間総コストと銅消費量を示

し，結果を比較する． 

 

3-7-1 1 台あたり保有期間総コスト  

各削減シナリオ，ケースでの 1 台あたり保有期間総コスト（平均値）を Fig.3.15 に

示す． 

 

 

 

 

先に示したように，コスト最小化ケースでは HEV，PHEV，EV の導入が最適となっ

たが，車両価格が GV と比べて高いため，コスト最小化ケースでもコスト負担の増加

は免れない．仮に 25%削減シナリオを実現する上では，2010 年に 25000USD であった

平均保有期間総コストが，2050 年時点には最大約 30000USD まで増加してしまう．本

シミュレーションでは 11 年の保有期間を想定しており，1 年間あたりに換算すると，

約 450USD の増加となる．各 CEV の価格低下を見込んでいるが，その見込みの下で

CO2 排出削減を実現するには，使用者の負担が増加することになってしまう．しかし

それでは，コストが CEV 普及の足かせとなり，CO2 排出削減も実現できなくなる恐れ

があるため，コスト負担増加分を補助金で補うことが必要となってくる．ただし，補

助金は，元来消費者の税金から支出されていることを考えると，結局は社会コストが
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増加してしまうことには変わりない．技術開発投資や大量生産による，企業の更なる

価格低下への取り組みに期待したい． 

一方，銅消費量最小化ケースでは，さらにコストが増加する．これは車両価格の高額

な FCV の導入台数が，コスト最小化ケースよりも増加するためである．FCV を導入し，

銅消費量を抑えて，CO2 排出削減を実現しようとすると，今度はコストが増大してしま

うこととなる． 

次に，両ケースの 1 台あたり保有期間総コストを比較するため，2030，2050 年にお

ける両ケース，各削減シナリオの 1 台あたり保有期間総コストを Fig.3.16 に示す． 

 

 

 

 

両ケースのコストを比較すると，先に述べたように銅消費量最小化ケースでは FCV

が導入されるため，EV，PHEV が主として選択されたコスト最小化ケースに比べると，

コストが増大する．削減目標が厳しくなるにつれ，いずれのケースにおいても，CO2

削減効果が高い EV の導入台数が増加し（銅使用量は最も多いが，導入せざるを得なく

なってくる），ポートフォリオに差異がなくなるため，コストに差は無くなってくる．

しかし，削減目標が緩い場合には，例えば 0%削減シナリオでは，15000USD もの差が

生じる．1 年間あたりに換算すると約 1350USD となり，その差は非常に大きくなる． 
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3-7-2 銅消費量  

各削減シナリオ，ケースでの銅消費量の推移を Fig.3.17 に示す． 

 

 

 

 

自動車販売台数の増加と銅使用量が増える CEV の導入に伴い，銅消費量が指数関数

的に増加する．銅消費量最小化ケースにおける銅消費量の推移は，各削減シナリオを実

現する上で最低限必要となる銅量を意味する．銅消費量は削減シナリオに依るが，0%

削減シナリオのように削減目標値が緩い場合でも，2030 年には尐なくとも約 200 万ト

ン，2050 年には約 450 万トンもの銅が必要となる．25%削減シナリオではさらに多くの

銅が必要となり，2030 年には約 250 万トン，2050 年には約 650 万トンもの銅が必要と

なる．次に，両ケースの銅消費量を比較するため，2030，2050 年における両ケース，

各削減シナリオの銅消費量を Fig.3.18 に示す． 
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Fig.3.18 1 台あたり保有期間総コスト（各削減シナリオ，ケースの比較） 
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Fig.3.17-b 銅消費量最小化ケース 
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両ケースの銅消費量を比較すると，削減目標値が厳しくなるに連れ，ポートフォリオ

に差異が無くなるために銅消費量にも差が無くなってくるが，削減目標値が緩い場合に

は，例えば 0%削減シナリオの場合には，2050年に両ケースに約 100万トンの差が生じる．

2010 年の自動車部門の銅需要が約 90 万トンである点を踏まえると，両ケースの銅量の差約

100万は，自動車部門が 1つ分増加することに相当し，非常に大きい差である．以上のように，

どの程度の排出目標を掲げるかにより，必要な銅量が大きく変わる．したがって，自動車部品

に使用される銅の代替可能性が低い現状の中，今後銅の供給制約により CEVの普及が制約

されないようにするためには，CEV の導入推進と排出量削減に目を向けるだけでなく，排出目

標値の明確な目標設定と，目標の達成に必要な銅量を早期の段階から確保していく必要があ

ると言える． 

以上をまとめると，両ケースの 1 台あたり保有期間総コストと銅消費量はトレードオフ

の関係となっている．本研究では，コストおよび銅消費量の最適化問題を，ケースとし

て分けて解いたが，実際に最適となるポートフォリオは，コストあるいは銅消費量のう

ち，いずれか一方を制約値として設定する，つまり，両要素がどれだけ許容できるか，

による．したがって現段階では，削減目標を実現しつつ，コストを最小化するポートフォリオ

と，銅消費量を最小化するポートフォリオのどちらがより望ましいかを結論づけることはできない．

ただし，経済合理性と省資源のいずれの観点から考えても，大幅に削減目標を達成するため

には，結局EVの導入は必要不可欠である．その他の車種は削減目標をどのレベルに設定す

るか，コストおよび銅消費量がどの程度許容できるかに依存し，また，コストと銅消費量以外の

観点からも評価する必要がある． 

また本シミュレーションにより，CO2 排出量とその実現に必要となるコストと銅消費量の関係

が明らかになった．削減目標値を実現する上で最低限必要となるコストや銅消費量が，許容

できる負担コスト（予算）や銅消費量（供給量）のレベルを超えているならば，その目標値は実

現できないこととなる．したがって，今後は，コストあるいは銅消費量が今後どの程度許容でき

るか，を把握し，具体的な目標値をどうすれば良いかを議論していく必要がある．さらに，それ

らを把握できれば，いずれか一方を制約値として設定することができ，CO2 排出量・コスト・銅

消費量の 3つの複合的な観点で，最適なポートフォリオを明らかにすることができる． 
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第 4 章  EVALUATION FOR COPPER RESOURCE CONSTRAINT 

4-1 CO2 排出量と銅消費量の関係  

本節では，先ほどのCO2排出制約下における銅消費量最小化問題の最適化結果を基に，

CO2排出量とその目標達成に必要となる銅量の関係を明らかにする． 

2030，2040，2050 年における CO2 排出量とその目標達成に必要となる銅量の関係を以下

の Fig.4.1に示す．この図は，CO2排出量を低く抑えるためには（より多く削減するためには），

より多くの銅が必要となることを意味している．横軸には，CO2 排出量を取り，縦軸には銅消費

量をとっている． 

 

 

 

例えば，2050 年に 2005 年排出量比 15%の削減を実現するためには，2030 年の排出量を

約 2700メガトン，2040年の排出量を約 2400メガトン，2050年の排出量を約 2050メガトンに抑

える必要があり，その場合に，尐なくとも 2030年には約 240万トン，2040年には約 400万トン，

2050年には約 570万トンの銅が必要となる． 
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4-2 銅資源制約の評価  

本節では，過去の銅供給のデータをもとに，今後も過去と同様のペースでしか供給できな

い場合，どの程度銅が足りなくなってしまうか，どの程度の量を代替技術によって補完する必

要があるか，を考察する．事例研究として，15%削減シナリオを実現する上での銅資源制約を

評価する． 

まず，銅のマテリアルフロー [31]を Fig.4.2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この図に示すように，銅の供給は，鉱石生産による 1次供給とリサイクルによる2次供給に分

けて考えることができる．鉱石生産量は，1960年から 2007年にかけて，平均年率約 2.7%で増

加しており，またリサイクルによる 2 次供給は，2001 年から 2007 年にかけて，平均年率約 3%

で増加している．ただし，このペースで鉱石生産が続いた場合，2045 年頃には，確認埋蔵量

(Reserve base，現状地球上で発見されている絶対的な量を表し，経済性が低いもの含む)さえ

も掘り尽くしてしまうペースである．そこで，2009 年の実績値を基準に，2010 年以降，鉱石生

産量が年率 2.7%，リサイクル量が年率 3%で増加するものと想定する． 

また，全供給のうち乗用車部門への銅供給が占める割合は，2008 年では約 4%であった 

[31]が，途上国の発展に伴い，他産業における銅需要がますます高まっていくことを考えると，

乗用車部門への供給を大幅に増加させることは難しいと考えられる．そこで，乗用車部門への
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銅投入比率が仮に 4%とした場合を想定する．以上の想定に基づき，銅の供給可能量を推計

すると，2030 年には約 170 万トン，2040 年には約 230 万トン，2050 年には約 300 万トンの供

給が可能となる． 

以上の推計に基づき，銅の資源制約を評価する（Fig.4.3）． 

 

 

本評価で推計した供給量では，15%削減シナリオを実現する上では，例えば 2040年には，

約 170万トンもの銅が不足することとなる．これは EV約 3360万台分が生産できなくなることに

等しい．前述したように，銅の枯渇可能性が非常に高いことと，新興国の発展により乗用車部

門以外でも需要増大が見込まれることを考えると，銅が資源制約として CEV の普及を制約し

てしまう可能性がある．したがって，その不足分はアルミニウム等への代替により，まかなう必要

がある．15%削減シナリオを実現する上では，平均して 16kgの代替が必要となる． 

最後に本分析の意義について述べる．Fig.4.1に示したようにCO2排出量と銅消費量との関

係を示したことにより，削減目標の実現に最低限必要となる銅量を明らかにした．ここで明らか

となった関係は，銅資源制約を評価する指標となると考えられる．つまり，政府の立場では，あ

る削減目標を達成するために，尐なくともどの程度の銅量を確保する必要があるか，企業の立

場で言えば，いつ頃どの程度まで代替技術を開発する必要があるか，といった意思決定の指

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

1700 1900 2100 2300 2500 2700

2030年

2040年

2050年

(Mega ton)

(Thousand ton)

銅
消
費
量
（
目
標
実
現
に
必
要
と
な
る
量
）

CO2排出量（目標値）

2050年

2040年

2030年

2005年比15%排出量削減

170万t400万t
(銅需要）

*2010年
は90万t

230万t
（銅供給）

2040年：約170万トンの不足
→EV3360万台分生産できない
→銅の大量確保
→約50kgのうち約16kg(30%代替必要)

需給ギャップ

Fig.4.3 銅資源制約の評価 



54 

 

針とすることができる．ただし，本評価では，銅供給可能量の精度の高い予測は行っておらず，

想定した乗用車部門への銅供給量は，あくまで過去の実績に基づいた簡易的な予測であっ

た．今後，銅資源に関する研究がさらに進み，銅の供給量予測が可能となれば，より信頼性の

高い提案にすることができるため，将来どの程度の銅供給が可能なのか，鉱山の開発状況は

どうなのか，といった類の研究が進展することを期待したい． 
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第 5 章  CONCLUSION 

 

5-1 研究成果  

本研究の成果と得られた知見を以下にまとめる． 

 CEVをはじめとした各種自動車の金属資源量・CO2排出量原単位・コストといった車種特

性に基づいて，CO2排出目標を達成するうえで最適な自動車部門のポートフォリオ（車種

構成）を導出する最適化モデルを構築した．これにより，CO2排出目標を達成する経済合

理的なポートフォリオだけでなく，資源消費量を抑えるポートフォリオも導出できるようにな

り，経済合理性と省資源の両ケースでのポートフォリオを比較することを可能にした． 

 

 最適化シミュレータを Excel Spread sheet上に実装した．Excelのアドインソフトであるソル

バー機能を利用し， Excelという簡便なツールでの最適化シミュレーションを可能にした． 

 

 銅を対象にWhat-If分析を行い，2050年に 2005排出量比 0%～25%削減を実現するポ

ートフォリオについて，コスト最小化および銅消費量最小化の両ケースでシミュレーション

を行った．コスト最小化ケースでは，EV，PHEV，HEV が主として選択された．一方，銅消

費量最小化ケースでは，EV，FCV，CDVが選択され，コストあるいは銅消費量のどちらを

目的関数とするかにより，ポートフォリオが大きく異なることがわかった．銅の供給リスクが

指摘されている現状では，費用対効果が高い EVや PHEVだけでなく，銅使用量が尐な

い FCVや CDVの導入を検討する必要がある． 

 

 両ケースの 1 台あたり保有期間コストおよび銅消費量を比較した．結果，両ケースの銅消

費量およびコストはトレードオフの関係となっていることが分かった．また，最適削減目標

が厳しくなるにつれ，その差は無くなり，削減目標が緩くなるにつれ，その差が開くことが

分かった．したがって，両ケースで得られた最適ポートフォリオのうち，どちらがより望まし

いかを結論づけるためには，コスト，銅消費量，CO2排出量のうち，どの要素がより許容で

きるか，3つの複合的な観点で最適ポートフォリオを分析する必要がある． 
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 CO2排出量とその実現に必要となる銅量の関係を明らかにした．例えば，2050年に 2005

年排出量比 15%の削減を実現するためには，尐なくとも 2030年には約 240万トン，2050

年には約 570 万トンの銅が必要となることがわかった．このような関係を明らかにしたこと

により，乗用車部門におけるCO2削減目標に対する銅資源制約の評価指標を得た．これ

により，CO2 排出量削減に向けた将来の銅需給ギャップを把握することが可能となり，仮

に銅が不足する可能性があるならば，政府は，いつ頃，どの程度の銅確保が必要か，企

業は，いつ頃，いつまでに，どの程度の代替技術開発を進めておく必要があるか，といっ

た意思決定の指針として，この結果を活かすことができる． 
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5-2 今後の課題  

今後の課題を以下にまとめる． 

 モデルの改良 

本研究では，コスト最小化および金属（銅）消費量最小化の両ケースで，それぞれ最適化シ

ミュレーションを行った．今後はコストおよび金属（銅）消費量の両要素を統合して評価できるよ

うにモデルを改良する必要があり，コスト，CO2排出量，金属消費量の 3つの複合的な観点か

ら最適ポートフォリオを分析することが課題である． 

 モデルの詳細な検証 

本研究では，入力に対して出力が想定できる場合（エクストリームケース）をシミュレーション

することにより，簡単な検証（Verification）を行った．検証の結果，最適化モデルは正しく動い

ていると考えられるが，より詳細な検証方法として，既往研究と入力値を同一にした場合の結

果を比較することが必要である． 

 モデル化の範囲 

より精度の高いモデリングをするためには，地域区分をさらに詳細化する必要がある．特に

ALL Other とした地域の詳細化が必要である． 

 銅以外の金属を対象にした分析，銅の代替可能性 

車種によって使用量が異なり，また供給リスクが高いと考えられる，その他の金属資源（白金

やレアアース等）についても分析する必要がある．また代替による使用量低減は検討しておら

ず，シミュレーションにおいても動的に扱っていない．銅の代替可能性について調べること，使

用量低減の影響を把握することが課題である． 

 エネルギーセキュリティ 

本研究では CO2 排出目標値を制約値として設定したが，各地域のエネルギーセキュリティ

への取り組みを考慮すると，燃料多様化の度合いやガソリン等のエネルギー使用量も目標値

として検討する必要がある． 
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 コストの定義 

FCVや EVでは新たなインフラ整備にコストがかかるため，インフラコストをコスト計算の際に

考慮する必要がある． さらに，本研究では銅の資源問題を消費量や供給量など「量」として考

慮したが，実際には銅の価格高騰による車両価格への影響もあるため，銅資源問題を価格の

面から捉える必要がある． 

 入力データの検証 

最適ポートフォリオの計算結果をより信頼性の高い提案へと繋げるために，入力データの妥

当性を検証する必要がある． 
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付録 1 

 各車種の新車平均燃費を，年次・地域別に，次の Table.A.1~Table.A.9 に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排出量原単位（2010年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 24.3 18.4 13.4 11.5 18.6 18.4 10.9 9.6 

OECD Europe 15.0 11.3 8.2 7.3 11.5 11.3 6.7 6.4 

OECD Pacific 19.1 14.5 10.5 8.4 14.6 14.5 8.6 6.4 

China 23.7 17.9 13.0 14.1 18.1 17.9 10.6 15.1 

India 23.7 17.9 13.0 17.2 18.1 17.9 10.6 21.4 

All other 25.5 19.3 14.0 11.5 19.6 19.3 11.5 9.0 

排出量原単位（2015年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 22.8 17.2 12.5 10.8 17.5 17.2 10.2 9.0 

OECD Europe 14.7 11.1 8.1 7.1 11.3 11.1 6.6 6.0 

OECD Pacific 17.6 13.3 9.7 7.8 13.5 13.3 7.9 6.0 

China 22.4 17.0 12.3 13.2 17.2 17.0 10.1 14.1 

India 22.4 17.0 12.3 16.2 17.2 17.0 10.1 20.0 

All other 22.2 16.8 12.2 10.3 17.1 16.8 10.0 8.4 

排出量原単位（2020年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 20.4 15.4 11.2 9.8 15.6 15.4 9.2 8.4 

OECD Europe 14.7 11.1 8.1 6.8 11.3 11.1 6.6 5.6 

OECD Pacific 17.0 12.9 9.4 7.5 13.1 12.9 7.7 5.6 

China 21.2 16.0 11.6 12.4 16.2 16.0 9.5 13.2 

India 21.2 16.0 11.6 15.2 16.2 16.0 9.5 18.7 

All other 21.9 16.6 12.1 10.0 16.8 16.6 9.9 7.9 

排出量原単位（2025年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 19.1 14.5 10.5 9.2 14.7 14.5 8.6 7.8 

OECD Europe 14.7 11.1 8.1 6.6 11.3 11.1 6.6 5.2 

OECD Pacific 16.2 12.2 8.9 7.0 12.4 12.2 7.3 5.2 

China 20.5 15.5 11.3 11.8 15.8 15.5 9.2 12.2 

India 19.9 15.1 11.0 14.1 15.3 15.1 9.0 17.3 

All other 20.8 15.7 11.4 9.4 15.9 15.7 9.3 7.3 

Table.A.4 各車種の CO2 排出量原単位（2025 年） 

Table.A.3 各車種の CO2 排出量原単位（2020 年） 

Table.A.2 各車種の CO2 排出量原単位（2015 年） 

Table.A.1 各車種の CO2 排出量原単位（2010 年） 
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排出量原単位（2030年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 18.5 14.0 10.2 8.7 14.2 14.0 8.3 7.2 

OECD Europe 14.7 11.1 8.1 6.4 11.3 11.1 6.6 4.8 

OECD Pacific 16.2 12.2 8.9 6.8 12.4 12.2 7.3 4.8 

China 19.9 15.1 11.0 11.1 15.3 15.1 9.0 11.2 

India 18.7 14.1 10.3 13.1 14.3 14.1 8.4 15.9 

All other 19.9 15.1 11.0 8.8 15.3 15.1 9.0 6.7 

排出量原単位（2035年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 17.9 13.6 9.9 8.1 13.7 13.6 8.1 6.4 

OECD Europe 14.7 11.1 8.1 6.2 11.3 11.1 6.6 4.3 

OECD Pacific 15.9 12.0 8.7 6.5 12.2 12.0 7.1 4.2 

China 19.6 14.8 10.8 10.4 15.0 14.8 8.8 10.0 

India 18.4 13.9 10.1 12.2 14.1 13.9 8.3 14.2 

All other 19.7 14.9 10.8 8.4 15.1 14.9 8.9 6.0 

排出量原単位（2040年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 17.6 13.3 9.7 7.7 13.5 13.3 7.9 5.6 

OECD Europe 14.7 11.1 8.1 5.9 11.3 11.1 6.6 3.8 

OECD Pacific 15.6 11.8 8.6 6.2 11.9 11.8 7.0 3.7 

China 19.3 14.6 10.6 9.7 14.8 14.6 8.7 8.8 

India 18.4 13.9 10.1 11.3 14.1 13.9 8.3 12.5 

All other 19.5 14.7 10.7 8.0 14.9 14.7 8.8 5.3 

排出量原単位（2045年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 17.3 13.1 9.5 7.2 13.3 13.1 7.8 4.9 

OECD Europe 14.7 11.1 8.1 5.7 11.3 11.1 6.6 3.3 

OECD Pacific 15.0 11.3 8.2 5.7 11.5 11.3 6.7 3.2 

China 19.0 14.4 10.4 9.0 14.6 14.4 8.5 7.6 

India 18.4 13.9 10.1 10.5 14.1 13.9 8.3 10.8 

All other 19.3 14.6 10.6 7.6 14.8 14.6 8.7 4.6 

排出量原単位（2050年）
（Kg-CO2/100km）

GV DV HEV PHEV CNG/LPG CDV FCV EV

OECD North America 17.0 12.9 9.4 6.7 13.0 12.9 7.7 4.1 

OECD Europe 14.7 11.1 8.1 5.4 11.3 11.1 6.6 2.7 

OECD Pacific 14.7 11.1 8.1 5.4 11.3 11.1 6.6 2.7 

China 18.7 14.1 10.3 8.5 14.3 14.1 8.4 6.4 

India 18.1 13.7 9.9 9.5 13.8 13.7 8.1 9.1 

All other 19.2 14.5 10.6 7.2 14.7 14.5 8.6 3.8 

Table.A.6 各車種の CO2 排出量原単位（2035 年） 

Table.A.5 各車種の CO2 排出量原単位（2030 年） 

Table.A.7 各車種の CO2 排出量原単位（2040 年） 

Table.A.8 各車種の CO2 排出量原単位（2045 年） 

Table.A.9 各車種の CO2 排出量原単位（2050 年） 
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付録 2 

 各削減シナリオの CO2 排出量の推移を次の Table.B.1~Table.B.6 に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0%削減シナリオ（Mt） 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

OECD North America 1224 1274 1320 1345 1320 1231 1121 1002 886 786 705 

OECD Europe 480 502 503 485 444 418 396 357 308 262 228 

OECD Pacific 188 192 196 198 190 175 156 136 117 100 88 

China 61 74 95 124 165 204 252 304 353 396 435 

India 15 23 33 46 62 74 87 102 121 146 178 

All Other 291 351 433 529 638 691 740 773 788 785 782 

World total 2261 2415 2580 2727 2818 2792 2753 2675 2573 2474 2415 

5%削減シナリオ（Mt） 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

OECD North America 1224 1274 1320 1344 1318 1226 1112 986 862 753 666 

OECD Europe 480 502 503 485 444 417 394 352 299 249 213 

OECD Pacific 188 192 196 198 190 174 154 133 112 94 81 

China 61 74 95 124 165 204 252 302 348 387 420 

India 15 23 33 46 62 74 87 102 120 143 174 

All Other 291 351 433 529 637 690 737 765 773 758 741 

World total 2261 2415 2580 2726 2816 2785 2736 2640 2513 2386 2295 

10%削減シナリオ（Mt） 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

OECD North America 1224 1274 1320 1344 1317 1222 1102 970 838 721 626 

OECD Europe 480 502 503 485 443 416 391 347 290 237 198 

OECD Pacific 188 192 196 198 189 173 153 130 108 89 75 

China 61 74 95 124 165 203 251 299 343 378 405 

India 15 23 33 46 62 74 87 101 118 141 170 

All Other 291 351 433 529 637 689 734 757 757 732 700 

World total 2261 2415 2580 2726 2814 2777 2718 2605 2454 2297 2174 

Table.B.1 CO2 排出量の推移（0%削減シナリオ） 

Table.B.3 CO2 排出量の推移（10%削減シナリオ） 

Table.B.2 CO2 排出量の推移（5%削減シナリオ） 



67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15%削減シナリオ（Mt） 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

OECD North America 1224 1274 1320 1344 1315 1217 1093 954 814 689 587 

OECD Europe 480 502 503 485 443 415 389 342 281 225 183 

OECD Pacific 188 192 196 198 189 173 151 127 104 83 68 

China 61 74 95 124 165 203 250 297 338 368 390 

India 15 23 33 46 62 73 87 100 117 138 166 

All Other 291 351 433 529 637 688 731 750 741 705 659 

World total 2261 2415 2580 2726 2811 2770 2700 2570 2395 2208 2053 

20%削減シナリオ（Mt） 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

OECD North America 1224 1274 1320 1343 1313 1213 1084 937 789 656 547 

OECD Europe 480 502 503 485 443 415 387 337 272 213 169 

OECD Pacific 188 192 196 198 189 172 150 125 99 78 62 

China 61 74 95 124 165 203 249 295 332 359 375 

India 15 23 33 46 62 73 86 100 116 136 162 

All Other 291 351 433 529 637 687 727 742 726 678 618 

World total 2261 2415 2580 2725 2809 2763 2683 2535 2335 2120 1932 

25%削減シナリオ（Mt） 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

OECD North America 1224 1274 1320 1343 1312 1208 1074 921 765 624 508 

OECD Europe 480 502 503 485 443 414 385 332 264 200 154 

OECD Pacific 188 192 196 198 189 171 148 122 95 72 56 

China 61 74 95 124 165 202 248 292 327 350 359 

India 15 23 33 46 62 73 86 99 114 133 157 

All Other 291 351 433 529 637 686 724 734 710 651 578 

World total 2261 2415 2580 2725 2807 2755 2665 2500 2276 2031 1812 

Table.B.4 CO2 排出量の推移（15%削減シナリオ） 

Table.B.6 CO2 排出量の推移（25%削減シナリオ） 

Table.B.5 CO2 排出量の推移（20%削減シナリオ） 
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付録 3 

 コスト最小化ケースの最適ポートフォリオ（地域別） 

各削減シナリオにおける，コスト最小化ケースでの最適ポートフォリオを次の

Fig.C.1~Fig.C.6 に示す. 

 0%削減シナリオ（コスト最小化） 
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Fig.C.1 最適ポートフォリオ（地域別，0%削減シナリオ，コスト最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 5%削減シナリオ（コスト最小化） 
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Fig.C.2 最適ポートフォリオ（地域別，5%削減シナリオ，コスト最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 10%削減シナリオ（コスト最小化） 
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Fig.C.3 最適ポートフォリオ（地域別，10%削減シナリオ，コスト最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 15%削減シナリオ（コスト最小化） 
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Fig.C.4 最適ポートフォリオ（地域別，15%削減シナリオ，コスト最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 20%削減シナリオ（コスト最小化） 
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Fig.C.5 最適ポートフォリオ（地域別，20%削減シナリオ，コスト最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 



73 

 

 25%削減シナリオ（コスト最小化） 
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Fig.C.6 最適ポートフォリオ（地域別，25%削減シナリオ，コスト最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 銅消費量最小化ケースの最適ポートフォリオ（地域別） 

各削減シナリオにおける，銅消費量最小化ケースでの最適ポートフォリオを次の

Fig.C.7~Fig.C.12 に示す. 

 

 0%削減シナリオ（銅消費量最小化） 
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Fig.C.7 最適ポートフォリオ（地域別，0%削減シナリオ，銅消費量最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 5%削減シナリオ（銅消費量最小化） 
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Fig.C.8 最適ポートフォリオ（地域別，5%削減シナリオ，銅消費量最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 10%削減シナリオ（銅消費量最小化） 
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Fig.C.9 最適ポートフォリオ（地域別，10%削減シナリオ，銅消費量最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 15%削減シナリオ（銅消費量最小化） 
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Fig.C.10 最適ポートフォリオ（地域別，15%削減シナリオ，銅消費量最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 20%削減シナリオ（銅消費量最小化） 
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Fig.C.11 最適ポートフォリオ（地域別，20%削減シナリオ，銅消費量最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 
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 25%削減シナリオ（銅消費量最小化） 
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Fig.C.12 最適ポートフォリオ（地域別，25%削減シナリオ，銅消費量最小化） 

(b) OECD Europe 

(c) OECD Pacific (d) China 

(e) India (f) All Other 

(a) OECD North America 


